障がい者相談支援における権利擁護の実態調査について（案）

１ 調査目的

　　市町村相談支援事業においては、権利擁護のための必要な援助等も事業の主要な柱とされている。

そこで、障がい者を取巻く権利擁護に関する課題について実態調査を行うことにより、相談支援事業における課題や解決に向けた取り組み等についての現状を把握し、今後の施策展開の参考とする。
２ 対象機関
　　市町村

　　（相談支援事業所）

３ 対象項目
　・虐待、不適切事例、消費者問題、契約、金銭管理など障がい者に係る権利侵害を対象とする。
４ 調査項目

　・権利擁護に係る相談例・対応例（福祉施設、日常生活、職場、学校等）
　・苦情解決システムの整備・機能状況（マニュアル・チェックリストの整備、苦情受付体制の構築 等）
・権利擁護の理解を深める研修等の実施状況

・権利擁護のための取組み例
・権利擁護に係る施策のニーズ・課題
　・権利擁護のためのネットワーク構築状況（地域自立支援協議会等の取組み）
５ 作業方法

　・調査項目、調査内容等の確定（１１～１２月）
　・調査の実施（１月）
　・調査の分析、まとめ（２月）
　・部会への報告（２～３月）
　　*適宜部会員へ報告
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